
鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市地域おこし協力隊員（以下「隊員」という。）に係る定住

支援事業補助金（以下「本補助金」という。）の交付について、鳥取市補助金等交付

規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、隊員又は任期終了後の隊員（以下「元隊員」という。）に対し、

任期終了後の定住に要する経費の一部を支援することにより、隊員の円滑な定住を図

り、もって地域力の維持及び強化並びに地域の活性化に資することを目的として交付

する。 

 

（補助対象者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者は、概ね２年以上活動し、市長が隊員の役割を

果たしたと認められる者で、その任期終了後、引き続き３年以上本市に居住すること

が見込まれる別表第２欄に掲げる者とする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 本補助金の交付の対象となる経費は、別表第３欄に掲げる経費（以下「補助対

象経費」という。）とする。 

（補助金の額及び交付対象期間） 

第５条 本補助金は、別表第１欄に掲げる補助対象区分ごとに、同表第３欄に掲げる補

助対象経費に、同表第４欄に掲げる補助率を乗じて得た額（同表第５欄に掲げる額を

限度とし、千円未満の端数が生じた場合は、端数を切り捨てた額とする。）の合計額

以内で算定し、予算の範囲内で交付する。 

２ 本補助金の交付の対象となる期間（以下「交付対象期間」という。）は、別表の補

助対象区分に応じ、同表第６欄に掲げるものとし、１人について一の年度に限る。た

だし、家賃補助については、この限りでない。 

 

（交付申請） 

第６条 本補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条第１号、第２号及び第４号

に規定する交付申請書に添付する書類を次に掲げるものとし、市長に提出しなければ

ならない。ただし、家賃補助において、次年度に継続して申請する場合は、書類の一

部を省略することができる。 

（１） 鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業計画書（様式第１号） 

（２） 鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業収支予算書（様式第２号） 

（３） 誓約書（様式第３号） 

（４） その他市長が必要と認める書類 

２ 本補助金に係る補助対象経費と重複し、国県市等の本補助金以外の補助事業に申請 

することはできない。 

 

（交付の条件） 



第７条 市長は、本補助金の交付の決定をする場合においては、本補助金の交付の決定

を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、やむを得ないものと認める場合

を除き、本補助金の交付の決定を取り消し、既に交付された補助金の全部又は一部に

相当する金額の返還を命ずる旨を条件として付すものとする。 

（１） 本補助金の交付の決定を受けた日から３年以内に市外へ転居したとき。 

（２） 偽りその他不正の手段により本補助金の交付を受けたとき。 

 

（異動の届出） 

第８条 本補助金の交付の決定を受けた者は、前条各号のいずれかに該当することとな

ったときは、遅滞なく市長にその旨を届け出なければならない。 

 

（補助事業等の変更） 

第９条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とす

る。 

 （１）本補助金の増額 

（２）本補助金の２割を超える減額 

 

（着手届の提出） 

第１０条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定め

る場合とし、同項に規定する着手届の提出を要しないものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１１条 規則第１１条第１項ただし書の規定により、本補助金の全部又は一部を概算

払により交付できるものとする。 

 

（実績報告の提出） 

第１２条 規則第１２条の規定による実績報告は、同条第１号、第２号及び第４号に規

定する実績報告書に添付すべき書類を次に掲げるものとし、これらを添えて行わなけ

ればならない。 

（１） 鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業実績書（様式第１号） 

（２） 鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業収支決算書（様式第２号） 

（３）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の実績報告は、補助事業の完了後１月以内又は補助事業の完了の日の属する年

度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに行わなければならない。 

 

（雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか本補助金の交付について必要な事項は、市民生

活部長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



附 則 

この要綱は、平成３０年８月１０日から施行する。 

 
  附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  



 



別表（第４条、第５条、第１２条関係） 

１補助対象区分 ２補助対象者 ３補助対象経費 

（定住奨励金については、補助とする単位）

４補助率 ５限度額 ６交付対象期間 

定住奨励金 隊員の役割を果たしたと

認められる元隊員 

元隊員１人当たり１５０千円 １０/１０ 
－ 

定住時（任期終

了後） 

家賃補助 居住の用に供する住宅の家賃（共益費等を除

き、月の中途に住宅を賃借し、又は終了した

場合は、日割りにより計算した額とする。）

本人負担額

の１/２ 

 

２７千円／月 定住時から最長

２年間 

住宅修繕等補助 居住の用に供する住宅の修繕費（日常生活に

不便を生じると認められる個所の修繕で、交

付の決定を受けた日の属する年度と同一の

年度内に完了する場合に限る。）又は家財道

具処分費（ごみ処理手数料、収集・運搬料金、

特定家庭用機器リサイクル料金、廃棄物処分

業者等に委託して家財を処分する場合にお

ける委託費等に限る。） 

１０/１０ ３００千円 入居時 

起業等経費補助 隊員の役割を果たしたと

認められる隊員又は元隊

員で、市内において隊員

の任期終了の日から起算

して前１年以内に起業・

事業承継する隊員又は任

期終了の日から１年以内

に起業・事業承継する元

隊員 

設備費、備品費、土地・建物賃借費、法人

登記に要する経費、知的財産登録に要する

経費、マーケティングに要する経費、技術

指導受入れに要する経費 等 

１０/１０ １，０００千円

／人

任期終了日の前

１年以内又は任

期終了日から１

年以内 

 

※ただし、年度

をまたがって交

付対象とするこ

とはできない。 



                                  （参考） 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 鳥取市長 様 

 

 

 

申請人 住 所            

氏 名          印 

 

 

 

補 助 金 等 交 付 申 請 書 

 

 平成  年度において、下記のとおり鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事

業補助金の交付を受けたいので、鳥取市補助金等交付規則第４条の規定により申請し

ます。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業等の名称 鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業補助金 

２ 補助金交付申請額 金               円 

３ 添付書類 

（１） 鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業計画書 

（２） 鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業収支予算書 

（３） 誓約書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第６条、第１２条関係） 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業計画（実績）書 

 

 
１ 事業の目的 

 

 

 
２ 補助対象区分、補助対象経費及び補助金額 

補助対象区分 補助対象経費 補助金額 

     円 円

 円 円

 円 円

 円 円

計 円 円

 
３ 事業の着手予定及び完了予定日 

事業着手予定日   平成  年  月  日 

事業完了予定日   平成  年  月  日 

 
（添付書類） 

 ・住民票の写し（マイナンバーの記載がないものに限る。） 

 ・補助対象区分ごとに補助対象経費が確認できる書類及び補助金額の算定資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第６条、第１２条関係） 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

鳥取市地域おこし協力隊員に係る定住支援事業収支予算（決算）書 

 

 
１ 収入 

区分 金額（円） 備考 

鳥取市補助金   

自己資金   

   

   

   

   

合  計   

 
２ 支出 

区分 金額（円） 備考 

   

   

   

   

   

   

合  計   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第６条関係） 

 

 
平成  年  月  日 

 

 
鳥取市長 様 

 

 
                     住所 

氏名                印 

 

 
誓  約  書 

 

 
以下のとおり相違ないことを誓約します。 

 
誓約事項（該当欄に「レ」を記載すること。） 

・本市に３年以上居住します。 □ 

・この事項に違反又は事実と相違することがあったときは、本市から受けた補助

金の一部又は全部を直ちに返還します。 
□ 

 


